
別紙１

主要施策
（節）

施策
（項）

款

目

細事項

生涯学習推進体制の構築

総合計画上の
位置づけ

施策の
基本方針

政策
（章）

事
業
の
内
容

対象
（誰を，何を
対象とする
事業か）

全市民

事業開始年度

手段
（市がどの
ような活動
をするか）

≪平成２４年度薩摩川内市事務事業評価表≫ 

事務事業名 生涯学習推進事業 担当者 吉永智秋

所管部課名 企画政策部コミュニティ課
事業の根拠
（根拠法令）

事業の種類

総務管理費 企画費

会計 一般 総務費

地域の特色を活かした教育・文化
のまちづくり

生涯学習の推進

　事業の概要

市民が「いつでも、どこでも、だれでも、何でも」学習できる生涯学習社会を実現するために、各種講座の開催を推進するとともに、学
習発表の場を提供する。

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

予算科目
等

事項 生涯学習推進事業費 生涯学習推進事業費

項

　地区コミュニティ協議会へ生涯学習（講
座等）の参考事例を紹介して、講座の多
様化・活性化を促す。
　生涯学習フェスティバルで、成果発表を
行う。

指標名 地区への周知・啓発回数

６回（２ヶ月に１回）

最終年度 平成２６年度（継続）

平成１６年度

活動指標
（市として何を行

うか？）
最終目標値

指標名
生涯学習フェスティバルへの参加

申込数

 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

ソフト事業 建設・整備事業 施設管理 内部管理

5,312 4,781 4,731

52 122 122
113 139 139
304 275 275

4,505 4,200 4,150
3 10 10

335 35 35

0.70 0.70 0.70

0.70 0.70 0.70

回 2 5 6

団体 101 120 130

5,312 4,781 4,731

5,312 4,781 4,731

経
費
及
び
指
標
の
推
移

財
源
内
訳

行う。

意図
（どのような
目的で事業
を行うか）

　生涯学習（講座等）を、多様化・活性化し
て、だれでも参加しやすい生涯学習を推
進することを目的とする。

平成２５年度
見込み

平成２６年度
見込み

成果指標
（活動をした上

で，目標となる成
果をどのように設

定するか？）

委託料 4,428 4,250

平成２３年度
決算

平成２４年度
予算額

5,117 4,837

230 35
使用料及び賃借料 4

0.70 0.70

事務事業費

要員配置状況

人
嘱託員

臨時職員等

負担金補助金及び交付金

報償費

102 110

項目 単位
平成２２年度

決算

0.70 0.70

千円

2 4

10

成果指標の推移

一般財源

指標名
申込数

4,837

最終目標値 １３０団体

最終年度 平成２６年度（継続）

職員

事務事業費

活動指標の推移

千円

5,117 4,837

国・県支出金

その他

5,117

77 122
旅費 84 139

需用費 294 281

ソフト事業 建設・整備事業 施設管理 内部管理
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　３　事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

対象・手段の妥当性
（上記選択の理由）

　・市では出前講座を準備して、地区コミュニティ協議会等での講座の開催を促している。
　・市民が生涯学習の成果を発表する場としては、各地区の文化祭等や生涯学習フェスティバルが、主なものである。

市が関与すべき妥当性
（上記選択の理由）
・多様化するニーズに対応するために、新たな人材の発掘・育成、講座の開設も進めなければならない。
・生涯学習フェスティバルが市民の最大の発表の場である。コミュニティマーケットと同時開催することで、１０，０００人を超える来場者があ
り、その後の様々な活動にも反響がある。

効
　
率
　
性

事業費の削減余地
（上記選択の理由）
　
・生涯学習の実施状況の資料等は、各地区コミュニティ協議会へも配布しており、各地区での取り組みの参考になっている。
・生涯学習フェスティバルは、市民に広く認知され、参加者も増加傾向にあり、大きなイベントになりつつある。

人件費の削減余地
（上記選択の理由）

・現在一人の担当者で対応しているので、削減余地はない。生涯学習フェスティバルの開催に当っては、企画政策部内各課から職員を要
員として配置している。

有
　
効
　
性

成果の達成度
（上記選択の理由）

・生涯学習の実施状況の資料等は、各地区コミュニティ協議会へも配布しており、各地区での取り組みの参考になっている。
・生涯学習フェスティバルは、市民に広く認知され、参加者も増加傾向にあり、大きなイベントになりつつある。

成果の向上余地
（上記選択の理由）

・地区コミュニティ協議会では、自主学級が２４５学級開講され、出前講座も３３０回開催されている。
・市民のニーズが多様化しており、新たな講座の開設も進めなければならない。

　４　事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

内部評価結果

妥当である 改善の余地はある 妥当でない

市で実施すべき 民間でも可能 民間で実施すべき

削減余地がある 削減余地はない

かなり高い やや高い 低い

かなりある ある程度ある ほとんどない

削減余地がある 削減余地はない

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

高い 低い

高い 低い

高い 低い

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画

効率性　　⇒

有効性　　⇒

妥当性　　⇒
事業の視点別評価

外部評価結果のまとめ

内
部
評
価

（
一
次

）

内部評価結果

外
部
評
価

（
二
次

）

今後の改革の方向性

外部評価結果

今後の改革の方向性

上記方向の理由

・生涯学習フェスティバルが市民の最大の発表の場である。コミュニティマーケットと同時開催することで、１０，０００人を超える
来場者があり、その後の様々な活動にも反響がある。

⇒今後の方向性

⇒今後の方向

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

高い 低い

高い 低い

高い 低い

現状のまま継続

見直しの上で継続 縮小移管他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止
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平成２２年度薩摩川内市生涯学習実績報告 

 

１ 市及び公共団体が実施した生涯学習事業   

２９４事業  延べ参加者数１２９，９９８名 

【内訳】 
   総務部  （ ４事業） ８，９０８名（租税教室・交通安全運動等） 

    企画政策部（１３事業）１２，０５４名（生涯学習フェスティバル・男女共同参画・原子力

見学等） 
    市民福祉部（２２事業） ６，０５５名（消費生活講座・高齢者健康教育・育児講演会・施

設見学等） 
    商工政策部（１７事業） ３，２３２名（語学講座・国際交流事業等） 
    建 設 部 （ １事業）    ７名（南瀬小学校での景観学習） 

消 防 局（ ２事業） ５，４８５名（救命講習・自主防災組織訓練） 
    樋脇支所 （１３事業）２，５１８名（交通安全運動・健康教室・食生活改善の料理教室等） 
    入来支所 （ ５事業）   ６０９名（健康づくり栄養教室・食生活の講話等） 
    東郷支所 （ ６事業）   ６２３名（健康教室・交通安全教室等） 
    祁答院支所 （３事業）    ４３名（地区コミュニティ協議会役員等研修会） 
    里支所  （ ５事業）   ５８５名（里地域生涯学習推進大会・健康づくり栄養教室等） 
    上甑支所 （ ４事業）   ７７４名（上甑ふるさと総合文化祭・郷土料理コンクール等） 
    下甑支所 （ ４事業）   ６２２名（竜宮フェスタ・環境学習等） 
    鹿島支所 （７事業）    ６１２名（健康づくり教室・交通安全運動等） 
    教育委員会（８５事業）５１，７８８名（社会教育活動活性化推進事業・各種体験活動等） 
    まち公 （１０３事業）３６，０８３名（まごころ文学館・せんだい宇宙での教室や展示等） 
 

２ 市内各地区が実施した生涯学習事業 

    ９１３事業  延べ参加者数 １１４，６４７名 

  【内訳】  

社会教育事業 

     自主学級 （２４５事業） ３，７７０名（健康体操・音楽・生け花・家庭菜園等） 

     高齢者学級（ ３１事業） １，２５７名（講話，グラウンドゴルフ，研修視察等） 

     女性学級 （ ４３事業） １，１２６名（講話，健康体操，陶芸，手芸，料理等） 

     成人学級 （ １２事業）   ３４４名（講演会，研修視察等） 

     青少年育成（ ４２事業） ３，２２７名（子ども会関連事業等） 

     その他  （ １８事業） １，１１７名（各種講習会，ＰＴＡ事業，世代間交流事業等） 

    社会体育  

     各種スポーツ大会（１２３事業） ２１，３７１名 

    文化 

     伝統伝承活動（３２事業）２，８３７名（伝統芸能継承活動・講座等） 

     その他   （３２事業）８，５４８名（歴史関係講座・事業等） 

    健康福祉 （６０事業）３，９１８名（高齢者サロン，独居老人訪問，健康相談，講話等） 

    農産業  （２８事業）２，２１３名（ふれあい市，農業体験事業等） 

    環境   （９３事業）１３，０７７名（クリーン作戦，愛護作業，花いっぱい活動等） 

    防犯・防災・消防（３２事業）１，６５５名（救命講習，交通安全教室，消防訓練等） 

    祭       （３１事業）１３，２９０名（夏祭り，生涯学習フェア，芸能祭等） 

    その他コミ協事業（９１事業）３６，８９７名（各地区コミ行事・研修視察等） 
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３ まちづくり出前講座    

１０課 ３３０事業  延べ参加者数 ９，０７１名 

 【内訳】 

  防災安全課     （ ２事業） ６５名（自主防災組織の結成について） 

  行政改革推進課   （ １事業） ２０名（市政改革の取組について） 

コミュニティ課   （２８事業）８７０名（男女共同参画講座，地区コミュニティ講座等） 

  保険年金課     （ １事業） ２０名（高齢者医療制度について） 

  高齢・介護福祉課  （ ４事業）１２０名（高齢者虐待防止について） 

  企業・港振興課   （ ８事業）２０６名（国際交流講座） 

  シティセールス推進課（７８事業）２，１３４名（シティセールスの概要について） 

  都市計画課     （１７事業）６６名（景観まちづくり講座） 

  文化課       （ １事業）８５名（史跡等の見学） 

消防局      （１９０事業）５，４８５名（普通救命講座・自主防災組織訓練講座） 

 

 

４ 生涯学習推進本部が後援した各種事業    

 

１０事業  各種実行委員会（夏祭り・川祭り・御狩場マラソン・音楽祭等） 
 
 

５ 市及び公共団体が実施する生涯学習事業    

２１５事業  予定参加者数  ８４，６６８名（延べ） 

                （参加者数未定の事業あり） 
【主な事業】 

交通安全運動等・生涯学習フェスティバル・消費生活講座・環境学習・介護予防教室等 
産業祭・自治会長説明会・文化祭等・社会教育活動活性化推進事業・各種体験活動等 

 

６ 市内各地区が実施する生涯学習事業   

９７７事業  予定参加者数 １２０，５２９名（延べ） 

                （参加者数未定の事業あり） 
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来場者数の推移 単位：人
年      度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３
人　　　数 5,000 7,000 10,000 10,000
対前年比 － 2,000 3,000 0

作品展示団体の推移
年　　　度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

Ａ 団　体　数 51 56 56 58
内訳 内訳 内訳 内訳

自主学級等 16 14 16 19
コミ協 25 31 28 27
市 8 9 10 10
まち公 2 2 2 2

対前年比 － 5 0 2

舞台発表団体の推移
年      度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

Ｂ 団　体　数 12 10 12 13
対前年比 － -2 2 1

体験コーナーの推移
年      度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

Ｃ 団　体　数 7 8 7 7
対前年比 － 1 -1 0

記念講演講師
年      度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３
講　師　名 草野　満代 小沢　昭一 池上　彰 笹野　高史

同時開催コミュニティマーケット出店数
年      度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

Ｄ ブ ラ ン ド 市 19 21 26 24
フリーマーケット 60 61 59 58

参加団体集計（Ａ～Ｄ）
年      度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

団体数 89 95 101 102

生涯学習フェスティバルに関する推移
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○視点別評価

　■　妥当性　　⇒

　■　効率性　　⇒

　■　有効性　　⇒

○評価区分

チェック

外部委員評価作業シート

視　点

区　分

・事業規模（予算）が適切である

・事業内容や実施方法が適切である

妥　当　性

効　率　性

有　効　性

現状のまま継続

・従事職員数は適切か

・費用対効果は適切か

・更なるコスト削減が図れないか

評　価　の　理　由

事業の視点別評価

・事業規模（予算）を拡大すべきである
拡大

・コストに対し，十分な成果があがっているか

・事業継続により成果の向上が期待できるか

・目的に沿って期待通りの成果があるか

・整理・統合できる事業はないか

・他の実施主体を活用し，コスト削減が図れないか

委員名　　　　　　　　　

事　務　事　業　を　評　価　す　る　際　の　着　眼　点

・社会情勢の変化による目的や対象・手段について見直しの余地はないか

・すでに期待した目的を達成した事業ではないか

・民間で実施する方が，より成果や効率性が高まらないか

・国や県，他の課の事務事業と重複または類似していないか

・市民ニーズを反映しているか（ニーズが薄れていないか）

・事業実施の対象・手段は適切か

番号：３ 事務事業名：生涯学習推進事業

高い 低い

高い 低い

高い 低い

統合

移管

・目的の達成手段として不適切である

・事業効果がない又は低い

・目的の達成状況，社会情勢の変化から，事業実施の必要性・緊急性
がない又は低い。

・市で実施する妥当性がない

休　　止

手段の改善
・業務処理の効率化を図るべきである

・民間で実施した方が効果的・効率的である

■評価■（今後の改革の方向性）

■付記する意見■

見直しの上で継続

廃　　止

今後の改革の方向性

・実施の必要性がない又は低い

・他の事業と重複している

　外部評価結果のまとめ（行政改革推進委員会の意見）

・対象範囲を見直す必要がある

・他の事務事業と統合すべきである

拡大

・事業内容や実施手法を見直す必要がある

・対象範囲を見直す必要がある
縮小

・市民ニーズの再把握が必要である

・他の課・部署へ移管すべきである

・事業規模（予算）を縮小すべきである

⇒今後の方向性

現状のまま継続

見直しの上で継続

縮小他の事業と統合拡大 手段の改善

休止 廃止

移管
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